
様式１  

令和   年  月  日 

 

 

那珂市長  様 

 

 

（申請者）  

所在地  

商号又は名称  

代表者  職 

氏名               印 

 

 

外国語指導助手設置業務公募型プロポーザル参加申込書  

 

 

 外国語指導助手設置業務公募型プロポーザル実施要領に基づき、下記の

とおり参加を申し込みます。 

 

記  

 

１ 業務名  外国語指導助手設置業務  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当者連絡先  

所在地  

担当部署  

担当者氏名  

電話 

メール  



様式２  

令和   年  月  日 

 

 

那珂市長  様 

 

 

（申請者）  

所在地  

商号又は名称  

代表者  職 

氏名               印 

 

 

外国語指導助手設置業務企画提案応募申請書  

 

 

 外国語指導助手設置業務公募型プロポーザル実施要領に基づき、下記の

とおり関係書類を添えて申請します。  

 

記  

 

１ 関係書類  

（１）  宣誓書（様式３） 

（２）  企画提案書  

（３）  経費見積書  

（４）  法人の概要書  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当者連絡先  

所在地  

担当部署  

担当者氏名  

電話 

メール  

 



様式３  

 

宣  誓  書  

 

令和   年  月  日 

 

 

那珂市長  様 

 

 

（申請者）  

所在地  

商号又は名称  

代表者  職 

氏名             印  

 

 

 外国語指導助手設置業務に係る企画提案応募申請を行うに当たり、資格

である下記事項をすべて満たしていることに相違ありません。  

 

記  

 

（１）那珂市物品調達等の契約事務に関する規程に基づく、令和７年度入

札参加資格者名簿に登載されている（若しくは参加申込書提出時まで

に登載が予定されている）者であること。  

（２）仕様書に基づき、目的に沿った事業内容を適切に遂行できる法人で

あること。  

（３）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しないこと。 

（４）那珂市から指名停止措置を受けていないこと。  

（５）破産、民事再生手続開始、会社更生手続開始、会社整理開始、特別

清算開始、若しくはこれらに類する倒産手続開始を第三者から申し立

てられていないこと、自ら申し立てていないこと又は自ら申し立てる

予定がないこと。  

（６）個人情報を適切に管理する能力・体制を有すること。  

（７）宗教的活動又は政治的活動を主たる目的としていないこと。  

（８）公序良俗に反する活動を行っていないこと。  

（９）那珂市暴力団排除条例第２条第１号から同条第３号までに規定する

者でないこと。  

（10）国税及び地方税を滞納していないこと。  

 



様式４ 

 

辞  退  届  

 

 令和   年   月   日付で外国語指導助手設置業務企画提案応募申

請書を提出しましたが、辞退いたします。  

 

 

令和   年   月  日    

 

 

（申請者）  

所在地  

 

商号又は名称  

            

代表者  職 

氏名               印 

 

 

（辞退の理由）  

 



様式５ 

令和  年  月  日 

 

外国語指導助手設置業務に関する質問書  

 

商号又は名称   

部署名   

氏名  

電話番号   

電子メール   

表題  

内容 

※メールにより送付すること。 

 

那珂市教育委員会学校教育課  総務・再編グループ  

電 話：０２９－２９８－１１１１（内線８１５）  

電子メール：gakkou-k@city.naka.lg.jp



参考様式  

法人の概要書  

名  称 
 

 

代表者名   

設立年月日   

法人の所在地  

〒 

 

電話番号  E-mail 

（支所等の所在地：都道府県名のみ記入すること。）  

 

資本金又は基本財産   

従業員数  
常勤   人、その他    人  

合計   人  

主な業務内容  

 

 

 

財務状況  

（単位：千円）  

事業期間  ～  

総収入   

総支出   

当期損益   

累積損益   

類似事業の受託実績  

派遣事業名  受託事業の概要  事業期間  受託額  契約の相手方  

     

     

     

     

     

※概要・パンフレット等がある場合は添付すること。  

※類似事業の派遣実績については、国又は地方公共団体へ派遣した実績を

記載すること。欄が不足する場合には、複数ページにして記載すること。 


